
福岡県私立高等学校専攻科修学支援金交付要綱 

（目的） 

第１条 知事は、私立高等学校の専攻科における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もっ

て教育の機会均等に寄与するため、私立高等学校専攻科の生徒に対して、福岡県私立高

等学校専攻科修学支援金（以下「支援金」という。）を予算の範囲内において交付する

ものとし、その交付については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５

号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（受給権者等） 

第２条 知事は、私立高等学校専攻科の生徒であって、次の各号の全てに該当する者のうち

知事が認めた者（以下「受給権者」という。）に対して、支援金（福岡県私立高等学校専

攻科修学支援金取扱要領１（５）に定める額）を交付する。 

一 日本国内に住所を有する者 

二 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の専攻科（以下「高等学校等専

攻科」という。）を修了していない者 

三 高等学校等専攻科に在学した期間が通算して２４月（特別支援学校専攻科は３６月。

ただし、高等学校等専攻科の定める修業年限がこれに満たないもの及び特別支援学校

専攻科のうち３６月を超える修業年限を定めているものであって、当該高等学校等を

所管する都道府県が必要と認めるものについては、当該修業年限。）を超えない者 

四 保護者等（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第十六条に規定する保護者その他

の生徒の就学に要する経費を負担すべきものとして別に定める者をいう。）の経済的負

担を軽減する必要があると認められる者として、別に定める者 

五 私立高等学校専攻科の学科のうち、大学への編入学基準を満たす課程又は国家資格

者養成課程に通う者 

２ 前項に規定する者が次の各号のいずれかに該当するときは、原則として、各号に定める

時点から補助の対象としない。 

一 退学・停学（三か月以上のものに限る。）の処分を受けた者  処分を受けた日の属

する月の翌月 

二 一の年度における修得単位数が学校の定める当該年度の標準修得単位数の５割以下 

の者  翌年度の四月 

三 一の年度における出席率が５割以下の者  翌年度の四月 



（支援金の代理受領等） 

第３条 私立高等学校の設置者（以下「学校設置者」という。）は、受給権者に代わって支 

援金の交付に必要な事務手続きを行うとともに、支援金を受領し、その有する授業料債権 

の弁済に充てるものとする。 

（交付の申請） 

第４条 学校設置者は、支援金の交付を受けようとするときは、別に通知する期日までに、

様式第１号による交付申請書に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。 

（１）福岡県私立高等学校専攻科修学支援金交付申請額内訳（様式第１号別添） 

（２）その他知事が定める書類 

２ 前項の規定に基づく書類の提出が期日までに困難なときは、様式第１号の２による交

付申請書に次の各号に掲げる事項を記載した書類を添付することにより交付申請書の提

出ができるものとする。 

  ただし、この場合、速やかに、前項各号の書類を添付した第８条の変更交付申請を行う

ものとする。 

（１）４月１日現在の在籍（見込）生徒数 

（２）支援金対象（見込）生徒数及び交付申請額 

（交付の決定） 

第５条 知事は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、適当と

認めるときは、交付の決定を行い、学校設置者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定に基づく交付の決定を行う場合において、交付の目的を達成するた

め必要があるときは、条件を付すことができる。 

（申請の取下げ） 

第６条 前条第１項の決定を受けた学校設置者は、決定の内容又はこれに付された条件に

対して不服があるため、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、当該決定の通知

を受けた日から２０日以内にその旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

（学校設置者の責務） 

第７条 学校設置者は、法令、本要綱、支援金の交付決定の内容、これに付した条件又は法

令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反してはならない。 

２ 学校設置者は、支援金を受給権者への支給以外の用途に使用してはならない。 

３ 学校設置者は、支援金に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為を行ってはならな 

い。 



４ 学校設置者は、交付の決定後生じた事情の変更等により、支援金の全部又は一部が必要

でなくなった場合は、直ちに知事に報告しなければならない。 

（交付の変更） 

第８条 学校設置者は、第５条第１項の交付決定の内容を変更しようとするときは、あらか

じめ様式第２号による変更交付申請書を知事に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 知事は、前項の変更交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認め

るときは、変更交付決定を行い、学校設置者に通知するものとする。 

３ 知事は、前項の規定に基づく承認をする場合において、必要に応じて、内容を変更し、

条件を付すことができる。 

（状況報告及び調査） 

第９条 知事は、支援金の交付に関し必要があると認めるときは、学校設置者に対し報告若

しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又はその職員に調査させることが

できる。 

（実績報告） 

第１０条 学校設置者は、交付の決定を受けた支援金について、翌年度の４月５日までに、

様式第３号による実績報告書を知事に提出しなければならない。 

（額の確定等） 

第１１条 知事は、前条の報告書等の提出を受けた場合は、当該報告書等を審査し、及び必

要に応じて調査等を行い、その報告に係る支援金の支給の実施結果が交付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、学校

設置者に通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第１２条 学校設置者は、支援金の概算払を受けようとするときは、様式第４号により知事 

に請求しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による請求があった場合において、その内容を審査し、適当と認め

るときは、支援金の全部又は一部について概算払をするものとする。 

（支援金の経理） 

第１３条 学校設置者は、支援金の経理についての帳簿を備え、支援金とそれ以外の経理と

を明確に区分し、その収支の状況を帳簿に記載し、支援金の使途を明らかにしておかなけ

ればならない。 



２ 学校設置者は、前項の帳簿及び収支に関する証拠書類を支援金の支給の完了の日の属

する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、別に定めるも

のとする。 

附 則 

この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和３年１月１日から施行する。 


